
　 （ ふ り が な ）

11

13

①

②

1 ③

2 ④

3 ⑤

4

5

6

7

1

2

3

4

5

6

7

資　産　の　種　類
 

評     価     額
              　     　　　　　　（ホ）

※

　　　　決　定　価　格
　　　　　　　　　　　（ヘ）

工 具 、 器 具 及 び 備 品

合 計

航 空 機

車 両 及 び 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

船 舶 電 話

※

　　課　税　標　準　額
　　　　　　　　　　　　　　　　（ト）

18  備考　（添付書類等）

償 却 資 産 の 増 加 （　あり　・　なし　）

構 築 物 償 却 資 産 の 減 少 （　あり　・　なし　）

自 己 所 有　　・　　借家
合 計 44,700,000 1,050,000 3,750,000 47,400,000

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,500,000 350,000 800,000 1,950,000
17　事 業 所 用 家 屋 の 所 有 区 分

貸主の名称等
16　借　用　資　産
       （ 有  ・  無 ）

　坂戸リース株式会社
　　　　　　　　中川村大草7108番地６車 両 及 び 運 搬 具 1,200,000 1,200,000

航 空 機

船 舶

機 械 及 び 装 置 2,000,000 700,000 1,550,000 2,850,000

構 築 物 40,000,000 1,400,000 41,400,000

（屋号            ）

資 産 の 種 類
取 得 価 額

15　市（区）町村内

　　における事業所

　　等資産の所在地

中川村大草５０２４番地

前年前に取得したもの　（イ） 前年中に減少したもの　（ロ） 前年中に取得したもの　（ハ） 計（(イ）－（ロ）＋（ハ））　（ニ） 中川村片桐４７５７番地

７　税理士等の氏名
南向会計事務所

下平　直子
（電話　0265-88-3890　）

税 務 会 計 上 の 償 却 方 法 定 率 法 ・ 定 額 法

14 青 色 申 告 有　　　・　　　無

有　　　・　　　無

12 特 別 償 却 又 は 圧 縮 記 帳    有　  ・　　    無

法人にあってはそ
の名称及び代表
者の氏名

非 課 税 該 当 資 産 有　　　・　　　無
5　事業開始年月 昭和５０年　　　　　４月

　    （ ふ り が な ）

 2　  氏    　名 中川工業
なかがわこうぎょう

株式会社

代表取締役　中川　一郎

６　この申告に応答
する者の係及び氏
名

経理課　中川　太郎

（電話　0265-88-300１　）

課 税 標 準 の 特 例

短 縮 耐 用 年 数 の 承 認 有　　　・　　　無
 1　　住　　 所

４　事 業 種 目
（資本金の金額）

建設業 9 増 加 償 却 の 届 出 有　　　・　　　無

宮下　健彦　様

所

有

者

〒３９９－３８９２　
３　個 人 番 号 又
　　は 法 人 番 号

1234567891234 8

又は納税通知書
送 付 先 長野県上伊那郡中川村大草4045番地１ （　　　　　　　　　　２０　　　　　百万円）

10

受付印

　　令和 ○ 年　　　１ 月　　 １５ 日 令和　○　年度

　　償却資産申告書（償却資産課税台帳）

 ※ 所　有　者　コ　ー　ド
長 野 県 上 伊 那 郡 中 川 村 長

第
二
十
六
号
様
式

電算申告される方のみ記入してください

記入不要です

１住所・２氏名

印字されている方は、住

所、氏名が正しいか確認を

してください。住所、氏名

等に変更がある場合は、訂

正のうえ、18備考にその旨

を記入してください。

初めて提出される方は白

紙ですので、記載例を参考

に記入してください。

屋号（事業所名）があれ

ば記入してください。

※押印は必要ありません。

申告書記入例

前年中に減少したもの

（ロ）

前年中に減少した資産の

取得価格を種類別に合計し

て記入してください。

この欄の合計は、種類別

明細書（減少資産用）の取

得価格の合計額と同じです。

前年中に取得したもの

（ハ）

前年中に取得した資産の

取得価格を種類別に合計し

て記入してください。

この欄の合計は、種類別

明細書（増加資産・全資産

用）の取得価格の合計額と

同じです。

４事業種目

中川村内で行われている事業の内容について記入してくださ

い。

法人の場合は資本金や出資金の金額を記入してください。

５事業開始年月

事業開始年月（法人

設立日）を記入してく

ださい。

６応答者

申告事務について

応対される方を記入

してください。

７税理士の氏名

経理を委託されている税理

士等があれば具体的に記入し

てください。

８～14

該当する方を〇で囲んで

ください。

15事業所等資産の所在地

村内の資産の所在地を記

入してください。

16借用資産

借用資産（リース資産

等）の有無につい該当する

方を〇で囲んでください。

「有」の場合は、貸主の

名称、住所等を記入してく

ださい。

17所有区分

該当する方を〇で囲んで

ください。

18備考

前回の申告から、資産の増加(あり・なし)・資産の減少(あり・なし)の該当する方を〇で囲んでください。

該当する資産がない場合は、「該当資産なし」と記入してください。

住所、氏名等に異動があった場合は、異動事由（商号変更等）、異動年月日、旧住所及び旧名称等を記入してください。

添付書類がある場合は、その書類名称等を記入してください。

その他、この申告に必要な事項及び償却資産の評価について参考となるべき事項を記入してください。

提出日

申告書の提出日を記入

してください。

押印
不要



※ ※ 枚の う ち

枚 目

（イ） （ロ） （ハ） ※ ※

率 コード

十億 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

1 400 000 10 ０．

02 2 1 5 3 4 1 300 000 10 ０．
１．２
３．４

03 2 2 5 3 6 250 000 6 ０．
１．２
３．４

04 6 1 5 3 8 300 000 4 ０．
１．２
３．４

05 6 2 4 30 9 500 000 5 ０．
１．２
３．４

06 ０．
１．２
３．４

07 ０．
１．２
３．４

08 ０．
１．２
３．４

09 ０．
１．２
３．４

10 ０．
１．２
３．４

11 ０．
１．２
３．４

12 ０．
１．２
３．４

13 ０．
１．２
３．４

14 ０．
１．２
３．４

15 ０．
１．２
３．４

16 ０．
１．２
３．４

17 ０．
１．２
３．４

18 ０．
１．２
３．４

19 ０．
１．２
３．４

20 ０．
１．２
３．４

3 750 000小 計

注意　「取得年月の年号」の欄は、昭和は３、平成は４、令和は５を記入してください。
注意　「増加事由」の欄は、１新品取得、２中古品取得、３移動による受け入れ、４その他のいずれかに○印を付けてください。（又は１，２，３，４のいずれかの番号を上書き入力してください。）

発電機

パソコン

液晶テレビ 申告もれ

3 7
１．２
３．４

旋盤

年
号

年 月
の 特 例

01 1 駐車場アスファルト舗装
1 5

取 得 価 額

減
価
残
存
率

価 額
課税標準

課 税 標 準 額 摘 要

1
行

番

号

資
産
の
種
類

数

　
量

取 得 年 月
耐

用

年

数

増

加

事

由

資産 コ ー ド 資　　産　　の　　名　　称　　等

第
二
十
六
号
様
式
別
表
一

（
提
出
用

）

令和　○　年度

種 類 別 明 細 書 （ 増 加 資 産 ・ 全 資 産 用 ）
所 有 者 名

1所 有 者 コ ー ド
中川工業株式会社

種類別明細書(増加資産・全資産用)記入例

・前年中に申告された方は、増加資産のみを記入してください。

・新規で申告される方は、全資産を記入してください。

所有者名

氏名または名称を記入してください。

また、この種類別明細書(増加資産・全資産用)について、３枚のうち２枚目

というようにページを付けてください。

資産の名称等

資産の名称及び規格等を記入

してください。

資産の種類

下記の種類に該当する

数字を記入してください。

1.構築物

2.機械及び装置

3.船舶

4.航空機

5.車両及び運搬具

6.工具、器具及び備品

取得価格

当該資産の取得価格を記入してください。

なお、「取得価格」は、償却資産を取得するために通常支出す

べき金額（当該償却資産の取引運賃、荷役費、運送保険料、購入

手数料、関税、据付費その他当該償却資産を事業の用に供するた

めに直接要した費用を含む。）をいいます。

また、法人税法及び所得税法の規定による、いわゆる圧縮記帳

については、償却資産の評価上認められておりませんので、当該

圧縮額を含めた実際の取得価格を記入してください。

耐用年数

「減価償却資産の耐

用年数等に関する省

令」に掲げる耐用年数

を必ず記入してくださ

い。

摘要

特例、資産の移動による受

け入れ、申告もれ、その他こ

の申告に必要な事項及び償却

資産の評価について参考とな

るべき事項を記入してくださ

い。

記

入

不

要

で

す

電算申告により全資産申告

をされる方は、記入してく

ださい。

増加事由

下記の事由に該当する数

字を〇で囲んでください。

1.新品取得

2.中古品取得

3.移動による受け入れ

4.その他

記入不要です

数量・取得年月

数量と取得年月を記入してく

ださい。

年号については、下記の該当

する数字を記入してください。

3.昭和

4.平成

5.令和



※ ※ 1 枚 の う ち

1 枚 目

十億 百万 千 円

700 000

02 6 1 4 28 5 200 000 4

03 6 1 4 29 9 150 000 5

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

1 050 000

注意　「取得年月の年号」の欄は、昭和は３、平成は４を記入してください。

小 計

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

123458 液晶テレビ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２ R3.8 信濃工場へ移動

１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

123457 パソコン １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２

25 4
10 １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ １ ・ ２01 2 123456 旋盤

1 4

耐

用

年

数

申

告

年

度

減 少 の 事 由 及 び 区 分

摘 要１ 売 却 ２ 滅 失 １ 全 部

３ 移 動 ４ そ の 他 ２ 一 部

資

産

の

種

類

抹 消 コ ー ド 資　　産　　の　　名　　称　　等

数

　
　
量

取 得 年 月

取 得 価 額
年
号

年 月

第
二
十
六
号
様
式
別
表
二

（
提
出
用

）

令和　○　年度

種 類 別 明 細 書 （ 減 少 資 産 用 ）
所　　　　　有　　　　　者　　　　　名

所 有 者 コ ー ド
中川工業株式会社

行

番

号

種類別明細書(減少資産用)記入例 所有者名

氏名または名称を記入してください。

また、この種類別明細書(減少資産用)について、３枚の

うち２枚目というようにページを付けてください。

資産の種類

下記の種類に該当す

る数字を記入してくだ

さい。

1.構築物

2.機械及び装置

3.船舶

4.航空機

5.車両及び運搬具

6.工具、器具及び備品

抹消コード

同封の種類別明細書(資産が印刷

されているもの)より、資産コード

を転記してください。

資産の名称等

資産の名称及び規格等を記入

してください。

数量・取得年月

数量と取得年月を記入し

てください。

年号については、下記の

該当する数字を記入してく

ださい。

3.昭和

4.平成

5.令和

取得価格

減少した資産の取得価格を記入してくだ

さい。

資産の一部が減少(修正)した場合は当該

資産の減少(修正)した部分に相当する取得

価格を記入してください。

減少の事由及び区分

下記の事由に該当する数字を〇で囲んでください。

1.前年中(昨年１月２日～今年１月１日まで)に資産の全部又は一部を売却した場合

2.前年中(昨年１月２日～今年１月１日まで)に資産の全部又は一部を滅失した場合

3.前年中(昨年１月２日～今年１月１日まで)に資産の全部又は一部を移動した場合

4.前年中(昨年１月２日～今年１月１日まで)に資産の全部又は一部を上記以外の事由により変更が生じた場合

摘要

資産が減少したこと等について必要な

事項を適宜記入してください。

※前年度申告より減少した資産、一部減少した資産について記入してください。

記入不要です


